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韓国の社会的企業の現状と課題

菱 美羅・・落合俊郎"

社会的企業 (SocialEnterprise)は.障害者を含む何らかの「弱さJをもっ人々の働き口を創出する仕組

みである。その出発点は英国にある。財政破綻からサッチャーリズムへの移行とともに.新自由主義のもと

福祉予算の大幅な削減が行われ，いわば社会福祉と資本主義の共生した形態としての社会的企業が創設され

た。西ヨーロッパでは1980-1990年代に高い失業率を抱え.社会的企業の在り方について多くの研究・実践

がなされてきた。一方，韓国でも英国から20年後の1997-98年度に財政破綻を起こし.新自由主義政策をと

り，雇用のない経済成長を続け，社会の二極化現象を起こし，障害者の雇用問題.若年層の失業，雇用の減

少等の問題が生じている。このような事態に対し.2007年に社会的企業法が設定された。本論では韓国の社

会的企業導入の背景，基本方針，推進するための戦略と課題.社会的企業育成法の内容，社会的企業の現状

について説明した。韓国における社会的企業の推進は，国際競争の激化，社会的格差の増大，少子高齢化.

雇用のない経済成長の問題等を解決するための創造的資本主義への一翼として社会的企業を位置づけようと

している。日本においては.障害者福祉と一般若年層の雇用の問題や高齢者問題を別々に考えている。韓国

よりも少子高齢化が高く.社会的格差が大きく，高齢化を加速しながら人口減少を起こし，債務残高も財政

破綻した国より高い状況にあるなかで，韓国の社会的企業の在り方を真撃に考える時期にきていることを論

じた。
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1.はじめに

封建制度の否定によって必然的に正当化された「自

由と奔放→競争Jを理論の基礎に据える資本主義は.

18-19世紀に開花したが. 20世紀初等において既に.

矛盾をきたしていた(近江.2002)。資本と富の蓄積は，

18世紀後半に市坊を重視する自由主義思想として台頭

した。資本主義経済システム下では，人間による人間

の搾取理論が出現しそれに対応する形で社会主義体

制が出現した。しかし 1930年代の大恐慌により自由

主義市場よりは国家の介入により経済的成長を遂げる

ことになった。 1970年代のオイルショックは，資本主

義に対する新しいパラダイムを要求することになり.

やがて過去の自由主義がいわゆる新自由主義として現

れた。市場主義と競争を強調した新自由主義思想は，

勝者独占の新しい世界秩序を作った(召号室4・召ヌH主，
2010a)。そして，社会主義経済体制においては，中国・

ベトナム・ラオスなど，計間経済の下に競争原理(市

-韓国児童発達教育研究所

帥広島大学大学院教育学研究科特別支援教育学講座

場主義)の積極的導入「一国二体制度」制が図られて

きた(近江. 2002)。しかし 30年間以上行われてき

た新自由主義も，今また危機を迎えている。

韓国の新自由主義は.労働市場の柔軟化や小さな政

府.自由市場競争の重視，各種規制の緩和，公的企業

の民営化をもたらした。一方で社会的二極化現象とい

う負の遺産をもたらしている。韓国は現在.雇用なき

経済成長の中にいて.社会的二極化現象と階層間の貧

富の格差は新しい社会的危機として浮ぴ、上がってい

る。そして市場原理と競争は.途方もない失業問題を

生じさせている。このような危機が韓国に社会的企業

を登場させた直接的な原因といえる。なお，主要国の

ジニ係数を CIA(2011)のデータで見ると. 1位:

アメリカ合衆国. 2位:トルコ. 3佐:日本. 4位:

ニュージーランド.5位英国.6位:スイス.7位:

カナダ. 8位:イタリア. 9位:スペイン. 10位:韓

国となっている。こうしてみると，社会的二極化現象

による危機は，韓国よりもむしろ日本のほうが大きい

のではないかと予想される。

韓国は IMF危機以降，保健福祉部の自活支援事業

政策と労働部の社会的職場創出事業の結果から，社会
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的企業に関心を持ち始めた。社会的企業は脆弱階層に

職場または社会的サーピスを提供して，社会的目的を

追求しながら利潤を創り出すようにする Creative

Capitalism (創造的資本主義:Kindsley， 2008)の考

えを基にした事業であると考えられる。しかし韓国

の社会的企業は，ヨーロッパや米国に比べて歴史が非

常に短いため，韓国型社会的企業モデルを作る必要が

ある。と同時に，失業と貧富の格差を解消させる役割

と課題を抱えている。社会的企業創設を必要とする理

由として，1.成長率の低下， 2.社会の二極化現象.

3.出生率の低下と高齢化.4.家族構造の変化， 5.

国民の健康状態の悪化， 6.将来への不安の6つを挙

げている。なかでも 5. 国民の健康状態の悪化は，国

民の健康意識への高まりから.予防医学的なニーズの

高まりがある。この部分に対する社会的企業の役割が

高まっている(鄭茂鼠， 2008)。

そこで本稿では，韓国の社会的企業の発展の背景を

紹介し，その現状と課題を考察する。

11.韓国の社会的企業関連政策

1 .社会的企業の導入の背景

韓国では，勤労貧困層の問題，高齢化の問題，社会

的サービスに対する需要増加，失業問題と雇用なき経

済成長時代の到来などといった複合的な社会問題を解

決するために社会的職場事業を始めた。この事業は，

韓国保健福祉家族部の白i舌支援事業と労働部の社会的

職場事業によるものである。保健福祉家族部の自活支

援事業は.1999年の国民基礎生活保障法の制定により，

2000年から始まった事業で，勤労維持型，社会的職場

型，市場参入型，インターン型など自活勤労事業が中

心だった。しかし安定した雇用につなげることがで

きず，政府から財政支援の効果に関連した論議が持続

的に提起された(召号詩・召ヌ~~， 201Ob)。

2003年7月，労働部の社会的職場事業が社会サービ

ス分野において新しい職場を創り出す目的で始まっ

た。この事業は，地域に基盤を置いた雇用政策で，政

府の財政と民間の資源を結合させ，脆弱階層に対して

社会的職場を提供する事業である。つまり，社会的に

重要な役割を担っているが，利潤性が低くて，一般企

業では十分にサービスを提供することができない保

健・社会福祉・教育などの分野において，非営利団体

が創り出す職場のことを指す(失業克服国民財団，

2008)0 2007年から，この事業は広域型，企業連携型，

NGO単独型と変化したが，政府への依存度が高く，

雇用が短期でかつ低賃金の職場がほとんどだったた

め.根本的な改善が必要となった(司唱を・ ~7â~ヰ.

2008)。そこで，ヨーロッパにおける社会的企業制度

をモデルとし他事業の導入が検討された。そして，社

会的職場事業が利潤を得て，自立できるモデルとして

企業連携型モデルが挙げられる。また.非営利法人や

非営利団体のような第3セクターを活用した安定的職

場創出や良質の社会サービスを提供するモデルとし

て，社会的企業の導入に関する具体的な検討も行われ

た(召号詩・召柑立， 2010b)。

2008年11月「社会的企業育成基本計画J(2008年~

2012年まで)が出された。基本方向と推進戦略は，ピ

ジョン，目標，推進戦略.重点推進課題の4段階で構

成された。特に4種類の重点推進課題は，英国の政策

内容と類似している(司喝を・せ7â~ヰ. 2008)0 4段

階の詳細は Table1に示した。

まず，第1の課題は.社会的企業を受け入れる社会

的環境の醸成である。そこで，社会的企業に対する国

民の認識を向上させ，社会的企業の価値を確立させる

ための教育と広報. ['社会的企業の日」の制定を行う

ことである。一方，民間企業との協力によるモデルを

普及・宣伝する方略も実施している。詳細に述べると，

一般企業と社会的企業との投資および経営支援を連携

させた，地方自治体を中心とした地域連携型企業や，

モデルとして公表するに足る予備社会的企業(政府に

社会的起業と認定される前の段階の企業)の発掘.民

間企業と社会的企業による政策協議会を構成するなど

の方法がある。更に公共サービスの刷新と社会サーピ

スの市場に進出する方法がある。こうすることにより

公共サーピスの民営化および分権化で社会的企業の市

場進出の機会を拡大させることが可能になる。

第2の課題は，創造的事業モデルの発掘および新規

設立の活性化である。その理由は，韓国は社会責任投

資 (SocialResponsibility Investment. SRI)，または

社会的ベンチャーファンドなど社会的企業の創業基盤

が脆弱なためである。従って第2課題の焦点、は予備社

会的企業に対する創業支援インフラを構築し，段階的

に政府の職場関連事業を社会的企業に移行することで

ある。次に分野別育成戦略方法.つまり.地域開発や

環境，文化などの分野において，新たな事業を発掘す

る戦略である。例えば，農村の村おこし都市再開発.

都市農村連携.エコ代替エネルギーの開発および普及，

地域エコ有機農産物の生産・加工・流通や学校給食と

の連携，地方自治体のリサイクル委託事業，伝統的家

屋・文化財保護などである。
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Table 1 韓国の社会的企業の基本方向および推進戦略

ビジョン 社会サービスの刷新と職場創出を牽引する第三セクター型の新しい形の企業を育成

し，活気に満ちた市場経済と社会統合に貢献する

目標 創造的で市場競争力を整えた堅実な社会的企業の成功モデルを提示し普及させる

推進戦略 .民間の自発的な参加を活性化させるための動機を与えること

-社会的企業の支援制度を先進化させること

-民間関連団体機構の構成・運営を活性化させること

-関係、部局および地方自治体との協力を強化させること

重点、推進課題 1.社会的企業を理解し受け入れる紅会的環境の醸成

2.創造的事業モデルの発掘および新規設立の活性化

3.社会的企業の経営刷新への支援

4.社会的企業の育成システムの構築

出典:韓同労働部 (2008)，現在は雇用労働部に名称変更。

第3の課題は.財政支援に依存する傾向が強い社会

的企業の経営刷新への支援である。社会的企業に対し

ては.経営コンサルテイングを受けるためのクーポン

経営コンサルテイングシステムを導入する方法があ

る。社会的企業は中小企業コンサルテイングによって，

非営利組織は社会的企業支援センターを通じて，経営

コンサルテイングを受ける方法がある。社会的企業に

対する経営・会計・マーケテイングおよび労務管理支

援方法がある。次に経営透明性の向上方策として，事

務管理のための経営および会計の透明性を向上させる

ことである。更に，社会的企業の支援ネットワークを

拡充することも経営上必要である。

経営コンサルテイングの支援は， (予備)社会的企

業が必要なコンサルテイングを企業別に一定金額内

で，地域別支援機関と協議して申請することができ

る。雇用支援センターは(予備)社会的企業が申請し

たコンサルテイング分野および捉供機関などと検討し

て，承認の有無を決定 (300万ウォン以上はモニタリ

ング機関が審査)する。コンサルテイングを行う期限

および金額は，予備社会的企業の場合，年間300万ウォ

ンであり. 3年間で計500万ウォンである。そして，

社会的企業は①年間1.000万ウォンで 3年間で総額

2.000万ウォン以内で超過分に対しては自負担を10%

にする場合と，②年間2.000万ウォンで 3年間で総額

3，000万ウォン以内の超過分に対しては，自己負担率

を20%にする場合がある。雇用支援センターは，コン

サルテイング機関が提出した結果の報告書および実績

を確認した後.地域支援機関を通じて，コンサルティ

ング提供機関に費用を支給する(x.号芋， 201Ob)。

そして第4の課題は，社会的企業を育成するシステ

ムの構築である。韓国は社会的企業が導入されて問も

ないため，関係部局や地方自治体の機能・役割に対す

る合意が不十分な状態にある。従って，社会的企業の

類型と成長段階に伴う標準化された支援体制を構築す

ることが必要である。社会的企業の初期段階では，人

件費のような財政支援と優先購買制度・税の減免など

の支援を併行させながら，市場対抗力の程度により，

弾力的な支援を行い.成長段階によって財政支援を最

小限に抑えながら.優先購買制度や税制優遇措置，融

資などの経営支援を過して，企業の継続可能性を模索

する必要がある。

2.社会的企業育成法の法的規定とその内容

韓国の社会的企業育成法は目的，定義.社会的企業

の認定，支援方策などの条項で構成されている。以下

は2007年に制定されて， 2010年3月に改正され. 2011 

年1月に施行される予定の社会的企業育成法である。

(1)目的

この法は，社会的企業の設立・運営を支援・育成し

て.韓国社会で充分に供給できない社会サービスを拡

充し新しい働き口を創り出すことによって，社会統

合と国民生活の質の向上に尽くすことを目的とする。

(2)用語の定義

まず.社会的企業とは「脆弱階層に社会サービスま

たは.職場を提供し地域社会に貢献することによって.

地域住民の生活の質を高めるなどの社会的日的を追求

しながら，財貨およびサービスの生産・販売や営業活

動をする企業として認定を受ける者」と規定されてい

る(法第2条第 1号)。従って.社会的企業は.社会

的目的を追求する企業であること.営業活動遂行企業

であること，そして認定される要件を備えていること

の3つの要件を全て満たさなければならない。法規定
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上，社会的企業は社会サービス提供型と職場提供型そ

して地域社会に貢献する社会的企業の3種類がある。

次に，脆弱階層についての定義である。脆弱階層と

は.r必要な社会サーピスを市場価格で購入すること

に困難があり，労働市場の通常の条件で就職が特に困

難な階層」としている(法第2条第2号)。その詳細は，

①世帯月平均所得が全国世帯月平均所得の60%以下で

ある者，②高齢者 (55才以上の者).③障害者(重度

障害者含む).④売春被害者，⑤長期失業者など，雇

用労働部長官が脆弱階層と認定した者(施行令第2条

各号)としている。この中で長期失業者とは，失業期

間が1年以上で，かつ以下の①~⑦の条件を満たす者

である:①青年および一部の経歴断絶女性(女性の早

期退職者，あるいは既婚後の就業停止者).②北朝鮮

離脱住民(脱北者と同義).③家庭内暴力被害者，④

片親家族支援法の対象保護者，⑤結婚移民者，⑥更生

保護対象者(刑余者あるいは，同様の理由で就職が困

難な者).⑦犯罪被害者保護法による救済対象者など

が脆弱階層に追加された(社会的企業育成法施行令一

部改正 2010年12月9日)。

社会サービスの定義については.r教育・保健・社

会福祉・環境および文化活動分野のサービス，その他

これに準ずるサービスとして大統領令が決める分野の

サービス」と規定されている(法第2条第3号)。大

統領令が定める分野のサーピスとは.①保育サービス，

②芸術・観光および運動・スポーツサービス，③山林

保存および管理サービス，④看病および家事支援サー

ビス，⑤その他に雇用労働部長官が認めるサービスに

規定されている(施行令第3条各号)。

(3)社会的企業の認定

社会的企業の認定には，認定手続きと認定要件の充

足が必要である。認定手続きは認定申請公告(雇用労

働部社会的企業課).認定申請.認定申請受付先(地

方雇用支援センター).雇用政策審議会による審議.

雇用労働部長官による認定後，官報に掲載されるとい

う順序で実施される(法第7条に掲載)。そして社会

的企業として認定を受けようとする場合.次の要件を

全て整えなければならない(法第8条第 1項各号)。

第1に，組織要件では.民法上の法人・組合，商法

上の会社または，非営利民間団体など大統領令が決め

る組織形態でなければならない。非営利民間団体とは

①公益法人②非営利民間団体，③社会福祉法人，④

生活協同組合，⑤他の法律にともなう非営利団体をい

う(施行令第8条各号)。特別な事項としては.商法

上の会社も社会的企業として認定を受けることができ

るため，企業が自身の社会的責任を社会的企業として

履行可能である。

第2に，勤労者要件では.有給勤労者を雇用して，

財貨とサーピスの生産・販売など営業活動を遂行しな

ければならない。有給勤労者aは正規職だけでなく非正

規職(日々雇用ならびに派遣雇用).パートタイム勤

労者など関連事業を遂行するために雇用された人は，

雇用形態と関係なく，有給勤労者と認定する。ただし，

有給形態でないボランテイアメンバーなど社会的企業

の活動と全く関係がない勤労者は含まれない(労働部

社会的企業の Q&A)。

第3に，目的要件としては，組織の主な目的が脆弱

階層に職場や社会サーピスを提供して，地域住民の生

活の質を高めるなど，社会的目的を実現するとことで

なければならない。①職場提供型:全体の勤労者中，

脆弱階層の雇用比率が50%(2013年12月31日までは

30%)以上であること，②社会サーピス提供型:全体

サービス受給者中，社会サービスを提供される脆弱階

層の比率が50%(2013年12月31日までは30%)以上で

あること.③混合型:全体勤労者中，脆弱階層の雇用

比率と社会サーピスを提供される脆弱階層の比率が

各々 30%(20日年12月31日までは20%)以上である

こと，④その他の雇用形態:審議を経て雇用労働部長

官が決める(施行令第9条)。

第4に，意志決定要件では，サービス受給者，勤労

者など利害関係者が参加する意志決定システムが存在

しなければならない。ここでの利害関係者とは.サー

ピス受給者，勤労者，後援企業または後援者などであ

る。意志決定システムは.理事会.総会，重要意志決

定事項の意見収集のためのその他の会議の構成を意味

し一般的には，定款，規約などを書面に明示するこ

とが望ましい(労働部 .2007b) とされている。

第5に，収入要件では，申請した月の直近6ヵ月間

に，営業活動による総収入が，支出された総労務費

(サービスや生産に投入される人材に対する費用)の

30%以上でなければならない(施行令第10条)。その際.

総収入と総労務費については，検証できる書類を提出

しなければならない。なお，補助金や後援支援金は総

収入に含めない。

第6に，定款や規約などを定めなければならない。

ここには①目的.②事業内容，③名称，④所在地，

⑤運営方式および重要事項の意志決定方法.⑥利潤配

分および再投資に関する事項.⑦出資および融資に関

する事項，⑧従業員の構成および任命に関する事項，

⑥解散および清算に関する事項.⑩その他大統領令が
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決める事項(支部.財源調達，会計に関する事項)が

記載されなければならない(法第9条，施行令第11条)。

第7に，商法上の会社の場合には.会計年度別に配

分可能な利潤が生した場合に，手Ij潤の213以上を社会

的目的のために使わなければならない。

第8に，その他，運営基準に関して大統領令が決め

る事項を整えなければならない。

(4)支援方法

支援方法は.社会的企業に対する直接的な支援と連

携企業に対する間接的な支援の2種類ある。まず，社

会的企業に対する直接的な支援は①経営支援.②教

育訓練支援，③施設費支援，④公共機関からの優先購

買，⑤税金の減免およひ、社会保険料への支援，⑥社

会サービス提供型社会的企業に対する財政支援(法第

10条で14号)。次に連携企業に対する間接的な支援は，

国家および地方自治体が社会的企業に寄付する連携企

業・法人，または個人に対し国税および地方税を減

免することができる(法第16条)。述携企業とは，特

定の社会的企業に対し財政支援.経営コンサルテイン

グなど多様な支援をする企業とし社会的企業と人

的・物的・法的に独立している者をいう(法第2条第

4号)。

(5)連携企業と社会的企業の関係

連携企業と社会的企業の関係は，相互的だが独立組

織である。その理由は，連携企業は社会的企業に対し，

財政支援，経営コンサルティングなど多様な支援をす

る企業であるが，連携する社会的企業と人的・物的・

法的に独立しているからである。また，連携企業が社

会的企業の勤労者に対し.雇用上の責任を負わないと

いう規定がある(法第15条)。

E 韓国の社会的企業の現状について

1.韓国の社会的企業の現状

(1)認定された社会的企業の現況

韓国には社会的企業として認定された企業は約300

ある (2010年6月現在)。地域別でみると.ソウルお

よび京畿地域など首都圏地域に多く存在するが.地方

には相対的に少ない。

(2)社会的企業のサービスに関する類型

社会的企業育成法により，社会的企業のサーピス類

型を10業種で区分している。教育，保健，社会福祉，

環境，文化，保育，芸術・観光および運動・スポーツ，

山林保全および管理，看病および家事支援.その他の

サービスである(法第2条第3号，施行令第3条)。

(3)社会的企業の組織形態

社会的企業育成法による組織形態は，民法上の法人.

民法上の組合，商法上の会社.それに非営利民間団体

である。非営利民間団体の詳細を述べると.非営利民

間団体，社会福祉法人生活協同組合，他の法律の非

営利団体など5程類を合わせれば計8種類の組織形態

がある(法第8条第 1項第1号，施行令第8条各号)。

この分類による社会的企業の組織形態は，商法上の会

社(株式会社，有限会社合む)が89社 (41%)，民法

上の法人が52法人(24%)，非営利団体が38団体(17%に

社会福祉法人が28法人(13%に 消費者生協が10団体

で多様である。

(4)社会的企業の有給勤労者数

社会的企業育成法には有給勤労者の採用規定はある

が，有給勤労者の数に対する規定はない。これは有給

勤労者の数に対する判断に弾力性を持たせて解釈し

社会的企業の拡大を誘導するための政策といえる。現

在の社会的企業の10の活動分野を中小企業基本法上の

有給勤労者数で調べると，製造業・保健および社会福

祉事業は300人未満.芸術・スポーツおよび余暇関連

産業は200人未満.下水処理・廃棄物処理および環境

リサイクル業・教育サービス業・修理およびその他

サービス業は100人未満である。

(5)社会的企業の社会的役割を実現する方法に関する

類型

社会的役割を実現するための類型は，職場提供型が

90(41 %に 混合型が63(29%にその他が35(16%)，社

会サービス提供型が30(14%)である。韓国の社会的

企業は職場創出のために設立された背景があるので，

目的別に類型を比較すると，職場提供型が最も多い。

2.予備社会的企業による職場創出事業の現状と課題

次に，社会的企業として認定される前の段階にある

予備社会的企業における職場創出事業ついて述べる。

(1)定義および機関別の役割

予備社会的企業とは，自立を目指す社会的雇用など

と同様に，社会的役割の実現や.営業活動よる利潤創

出など，社会的企業の大まかな要件を整えているが.

収益構造など法的認定要件の一部を充足できていない

組織(企業)のことで，将来要件を補完し社会的企

業への転換を目指す組織(企業)として.r社会的企

業育成のため(予備)社会的企業職場創出事業施行指

針」により，支援対象として選ばれた機関をいう(労

働部， 20l0a)。この指針は r(予備)社会的企業職場

創出事業Jを推進するため.地方自治体との協力を強
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化して環境・文化・地域開発など戦略的育成分野を中

心に，地域の特色に合う予備社会的企業を積極的に発

掘し企業と地域との連携，収益構造の創出や拡大の

ためのインキュベーション(起業支援)を通じて.社

会的企業育成のための拠点として.社会的職場創出事

業を効率的に管理・運営することを目的としている。

(2)事業モデル

潜在力のある予備社会的企業に対しては.社会的企

業の趣旨と目的，支援事項などを広報し積極的に社

会的企業への転換を促している。 Fig.lのように，予

備社会的企業には 3つの事業モデルがあり(労働部，

201Oa) ，これらの事業を推進するための具体的な流れ

をFig.2に示した。

1つ日は.企業連携型 (EnterpriseConnection Type， 

ECT)である。企業連携型は.非営利団体・民間企業・

地域社会が適切に役割を分担し，職場を創り出す事業

で，企業の多様な資源(現金・現物・専門性など)を活

用して，自立を目指すモデルをいう(労働部， 201Oa)。

例えば，地域社会が製品などを購入し民間企業は経

営と販売戦略および方法を提示して，予備社会的企業

が営業活動をすることである。このモデルの長所は，

予備社会的企業の立場で見た時，地域社会が購買を支

援するため，財源が安定する。一方，民間企業側が.

販売効果が実証されたマーケテイング方法を教示する

ため，マーケティング能力の向上が期待される。従っ

て，このモデルの特徴は予備社会的企業が社会的企業

に転換するための最適の条件を備えていると考えられ

る(召号持・召AH玄， 201Ob)。

2つ日は，地域連携型 (CommunityConnection 

Type， CCT)である。これは.地方自治体・大学・

研究所・公共機関・他の非営利団体など，民間企業以

外のコミュニティー内の多様な資源との結合を通じ

て.職場を創り出し，自立を目指すモデルである(労

働部， 201Oa)。例えば，地方自治体は予算を支援し

大学は予備社会的企業家を教育し研究所は販売する

製品の開発と市場を把握し公共機関や非営利団体な

企知

地域連携型

モデル発掘型

|予備社会的企業職場創出事業

1
1
1
1」
『

B
E
E
l
-
」

「

l
i
l
-
-
E

① 事業公募および県・市ごとの人員西日分(労働苦l本部)
G 

①地域別説明会およひ塘談会開催(労働部および県・市ごとの社会的企業育成協議会)
4 

① 地域別事業モデツレ発掘およひ事業化支援(県・市別社会的企業育成協議会)
() 

@事業の申請・受付(市町村と地方労働部局が合同して行う)
G 

⑤審査・選定および労働部本部からの通知((予備)社会的企業職場翠定審査委員会)

@協定締結(地方労働部局，事業遂行税関)

G 

G 

⑦胸ヨ階層の参加者の斡旋・選抜(地方自治体・地方労働部局，事業遂行機関)
G 

③事業遂行(事業遂行機関)，支援金の支給，事務管理などのモニタリング(地方労働部局)
8 

①事業還計の結果および刊首社会的企業の育成伏況などの報告(地方労働苦闘，地方自制半→地

方雇用審議会，労働書体制

Fig.2 (予備)社会的企業の事業推進体系(出典:労働部.2010a) 
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どは，その製品を購入することである。このモデルの

長所は，地域社会の特性に応じた予備社会的企業を運

営でき.予備社会的企業とコミュニティーの統合を通

じて.社会福祉に対する認識を高めることができる(召

号詩・召スU:..201Ob)点である。

3つ日はモデル発掘型 (ModelExcavation Type. 

MET)である。これは，インキュベーションという

草創期職場創出事業の一環で.企業・地域社会などと

の連携や収益創出構造には不十分だが，今後(最大1

年)企業連携型または.地域連携型に転換が可能な新

しい事業モデルを発掘していく方式を指す(労働部，

2010a)。モデル発掘型の意義は，社会変化により新し

い商品や多様なサーピスを提供することで，福祉マー

ケティングの商品開発に該当することである。例えば.

高齢者のため新しい発想による健康補助食品や免疫強

化のための健康補助食品，病気予防のための健康食品

などが挙げられる。その他のサービスでは，多文化家

族のための結婚および家族生活サービス.外国人勤労

者に対する個別相談，共稼ぎ夫婦に対する地域のニー

ズに応じた児童保育および放課後保育などがある。こ

のモデルの長所は.社会変化に伴う新しい商品や多様

なサービスを民間組織で開発する点である。しかし利

潤を創り出すには不十分なため，国や地方自治体など

の支援が必要になるといった短所がある。そのため，

今後，企業連携型や地域連携型に，早期に切り替えら

れるような支援・指導を実施しなければならない(召

号詩・召朴玄.201Ob)。

(3)勤労者数

勤労者に対する法定雇用率は.勤労者のうち脆弱階

層を50%以上雇用するが，脆弱階層の雇用比率が30%

に達しない場合，継続支援に対する制限がある。そし

て障害者雇用促進および職業リハビリテーション法に

より，全雇用者の3%は必ず障害者を雇用しなければ

ならない。地方労働部局と事業への参加団体は，勤労

者(参加希望者合む)の勤労意欲や職業意識を向上さ

せるために，雇用開始以前あるいは雇用期間中に.集

団相談プログラムを履行することができる。参加団体

は，勤労者の就職能力向上のための職業訓練が実施す

ることができ(訓練期間は 1ヵ月以上).勤労者の出

勤状況・活動実績などを管理・記録して，月 1回以上

の苦情相談などを実施し勤労者の勤労意欲を高める

ように努めなければならない。

(4)支援の申請および支援

支援期間は，事業開始日(協定舎に定めた日)から

12ヵ月(モデル発掘型は6ヵ月)問であり，当該事業

の発展の可能性・収益性などを総合的に勘案し協定

期限内に選定(再審査)を行うが，予備社会的企業に

ついては，最長2年(1+1)，社会的企業については.

最長3年(1+1+1)まで支援可能である。また，政府

による雇用支援期間は計5年を超過しないこととされ

ている。雇用勤労者1人当たりの支援金は，年次ごと

に支給額が異なる。例えば予備社会的企業では. 1年

日は100%. 2年目は90% (3年日80%)であり.社

会的企業では. 1年日は90%. 2年目は80%. 3年目

は70%(50%)である。なお支援金は.勤労者の人件

費(最低賃金以上)および事業者によって負担される

社会保険料にのみ使わなければならない。また.支援

金の分配については，支援は企業の準備期間を考慮し

て.2011年1月1日から施行される。予備社会的企業

は1年目は100%.2年目は90%.3年目は80%であり，

社会的企業は 1年目が90%. 2年目カ{80%. 3年目が

70% (50%)である。 2年間支援した社会的企業には，

1年間延長して (2年→3年)支援するものの，予備

社会的企業であった期間を含んだ総支援期間を考慮し

て. 4年以下の支援を受けた社会的企業は，事業実績

を評価した後，支援金の70%のみが支給される。そし

て5年以上の支援を受けた社会的企業は.事業実績を

評価して，支援金の50%のみが支給される計画である。

(5)管理運営の効率化の方法について

(予備)社会的企業職場創出事業の管理には.賃金

台帳や勤労者の事業遂行の有無，不正需給など消極的

指導・監督に重点を置き，政府財政の効率的執行，実

際の事業運営状況など，根本的に管理に不十分な点が

ある場合がある。(予備)社会的企業職場創IJlf.I事業に

参加している団体から出る問題事例は，大きく 4つに

分類することができる。それらは.①自立不可能型，

②過多投入型.③市場かく乱型.④管理・会計不完全

型である(:x.号芋.201Ob)。

重点管理方策として.自立能力向上のために，総収

入に対応して営業収入の比重を分期ごとに点検し，年

次別に自立のための力量が改善されるように指導する

ことによって，支援金の中断による廃業や倒産を防

ぐ。そして，総収入の中で市場(公共売り上げ含む)

を通じて稼ぐ営業収入が一定水準で向上しているかど

うかを一定期間ごとに点検して. 1年間の支援後に行

われる再審査時に，一定基準の未達成または改善がな

いと判断された場合，指導・勧告後，支援人貝の調整

等を行う。

会計・人事・労務など管理改善に関しては. (予備)

社会的企業職場創出事業参加団体および社会的企業は
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非営利機関が多く，会計管理などに困難が生ずる場合

があるため，参加団体の教育，会計管理マニュアルの

普及(提供).会計支援機関を通したコンサルティン

グ等を通して，当該機関の会計管理の力畳を向上させ.

支援金(補助金)および収入金の管理を強化(分期ご

との指導・点検)させ，必要時には会計監査を実施す

ることが必要である。会計管理との関連では. (予備)

社会的企業の職場創出事業を通じて.発生する総収入

(営業活動を通した収入，政府支援金など)と支出額は，

他の財源と明確に区分管理していること，そして，支

援金は人件費および4つの社会保険料(国民年金.医

療保険.労災保険.雇用保険)以外の用途で使用して

いないことを確認する。

3.政府調達庁の社会的企業の活動への参加

政府調達庁への社会的企業の参加現況を調べると.

京畿道では，社会的企業のうち，障害者関連企業は5ヵ

所で，優先購買市場での障害者企業の比重が高い。江

原道では，管内の5ヵ所の社会的企業に対して，優先

購買または公共サービス委託を実施している。清掃

サービス関連事業は2つあり.障害者パウチャー事業

者で社会的企業を指定し，パウチャ一事業への進出を

支援している。釜山地域の場合，障害者車両移動サー

ビス事業と関連し.車両維持費などで支援を受けてい

る。それ以外には，公共弁当事業に，おかず庖が参加

している。ウルサン地域の場合，障害者事業所2ヵ所

が公営駐車場事業と公共弁当事業に参加している。大

田・忠清地域は，地方自治体政府調達に参加している

企業は. 20%に過ぎない。光州と全羅は，他の地域に

比べて，地方自治体との交流が活発な方である。政府

調達庁の社会的企業の参加現況についての示唆は，以

下の通りである(を号k号包子宅.2009a)。

(1)同等な条件で競争力確保のための努力の必要性

社会的企業は.社会福祉の社会的価値と競争力があ

る企業の市場価値を同時に追求するという課題を抱え

ている。つまり，初期段階から消費的な社会的職場事

業とは異る企業として，競争力をもつことが重要であ

る。企業の市場力量が強化されるためには，できるだ

け例外特典を期待しない観点でアプローチをする必要

がある。社会的企業がモラルハザードに陥って，非効

率性を創り出す危険があるためである。

(2)社会的企業の価値の地域化

社会的企業の利益を実質的に地域社会に還元させる

ための方法を，地方自治体と共同で模索する必要があ

る。そして，社会的企業の理念と地方自治体が追求す

る政策における価値を共有できれば，競争入札を確保

することが可能になる。

(3)高い付加価値を創出するための実質的な支援体系

の構築

社会的企業を支援するための各種政策手段が.実質

的な効果を創り出すことができるかどうかを検討する

必要がある。実際，個別企業が直面する様々な状況で.

必要なオーダーメード型支援方策が計画されなければ

ならない。初期段階では，零細企業水準で販売網を構

築することは容易ではない。これを支援するためには，

生産設備への投資に必要な資金を長期低利で融資でき

る投資支援方策と，流通過程での資金運営を支援する

新しい金融管理手段が開発される必要がある。

(4)既存企業が社会的企業ヘ転換することへの条件に

ついての段階的緩和

社会的企業として承認を受けるためには.脆弱階層

の雇用，利潤の社会的還元，そして，従業員の役員任

命と同様に，一般企業の経営とは異なる社会的要素が

ある。例えば利i悶の社会的還元についての条件は，企

業の会計および財務構造の透明性が前提になるってい

る。しかし社会的企業に対する認識が低い現状では，

零細企業が現実的に社会的企業として承認されること

は容易でない。また，あまり良好とはいえない勤労条

件を考慮すると.勤労者の役員任命に関する条件を履

行することも容易ではない。従って，このような社会

的価値を画一的に適用するよりは，例えば協定を通じ

て，段階的に社会的企業へと移行できる過渡的あるい

は試行的措置も検討する必要がある。

4.障害者による生産物の購買と社会的企業

(1)重度障害者優先購買制度(重度の障害者が生産す

る物品を優先的に購買する制度)について

韓国政府は，障害者の自立を助けて生活の質向上に

貢献するために.2000年から障害者生産品優先購買制

度を実施している。 2008年以後，この法は「重度障害

者生産品優先購買特別法」となり，政府は重度障害者

生産品に対する優先購買を奨励している(を号k号世

子~. 2009a)。この法の内容は次の通りである。

1)法の目的と重度障害者生産品の範囲

法は競争的雇用が難しい重度障害者を雇用する職業

リハビリテーション施設などの生産品に対する優先購

買を支援することによって.重度障害者の職業リハビ

リを助け，国民経済の発展に寄与することを目的とし

ている。法では重度障害者生産品とは，保健福祉家族

副長官から指定を受けた生産施設(以下，重度障害者
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Table 2 重度障害者生産品施設指定要件

・物品の生産または，サービス提供過程に参加する障害者が5人以上

-全体勤労者中障害者の比率が70%以上

-勤労障害者中重度障害者の比率が60%以上

・物品の生産または，サービス提供過程にかかる総労働時間中，障害者の労働時聞が50%以上

Table 3 障害者優先購買指定品目

①事務用品(主摘，文書，ファイル，本の表紛

@事務用紙類(コピー用紙，新聞用紙，中質紙など)

③化粧用車問実(チリ紙，紙タオル，紙おむつ)

④歯ブラシ

⑪事務用消耗品(綴込表紙，再生トナーカー

トリッジ)

⑫書符その他の雑種印刷物

⑪垂れ幕

⑪紙コップ

⑤手袋およひ牧覆付属物〈手袋，ネクタイ，ハンカチ)

@袋(ポリエチレン製，ポリプロピレン却

⑬箱(ボーノ同時百，段ボール箱)

⑮革化類

⑦被服類(帽子，作業服，ジャンパー，ベスト)

@家具類

⑪食料品(パンおよび餅類，ピーナッツ，ドラ

イフルーツ規

⑬酎Eおよび農産物
@電子・情報装備(携帯用フラッシュメモリ一保存装

置および家庭電話器)

⑬労務用役(サービス)などのサービス(郵便物

DM発送作業，建物清掃，新聞配達，タオル

などの拘置，広告企画，あんま，ピアノ調律)

⑫その他⑬家庭用設備物(毛布，タオル，ふとん，枕，座布団

生産品施設という)で生産された製品および同生産施

設が提供するサービスなどと規定している。

2)重度障害者生産品施設指定要件について

保健福祉部では2010年11月17日，重度障害者生産品

優先購買促進委員会を設け. 2011年から，公共機関で

総購買額の1%以上に対して，重度障害者生産品を優

先購買するように義務化した。重度障害者生産品指定

施設には，障害者職業リハビリ施設あるいは障害者団

体と規定しており，保健福祉部に登録した障害者施設

以外の一般障害者企業が参入できる余地を基本的にな

くしている。また.このように保健福祉部登録障害者

施設といっても.重度障害者生産品施設は Table2に

示す要件を全て満たす施設に限っている。

3)優先購買しなければならない重度障害者生産品

と購買方法

政府が優先購買するように指定した重度障害者生産

品の内容 (Table3)は，過去の18個の品目に対し，

障害者生産品の優先購買比率を定める方式をとった

が，重度障害者優先購買特別法によれば，すべての製

品を1%以上優先購買するようになっている。購買方

法については.自らの購買，調達庁購買.該当機関と

契約した用務(サービス)業者，維持・保守契約業者，

団体給食委託業者などによる購入方法がある。

(2)社会的企業にあたえる困難

韓国における重度障害者生産品優先購買特別法の内

容は米国の障害者生産品調達関連法と似ている。この

法が社会的企業に及ぼす影響は次の2つである。 1つ

目は，この強力な法が施行されることによって，障害

者生産品に対する政府調達は，重度障害者生産品施設

で生産される産品とサービスに限定されてしまう可能

性が高いという点である。 2つ目は，この法では，社

会的企業が重度障害者生産品施設として指定を受ける

機会を剥奪し障害者を雇用している社会的企業が政

府調達を得ることが一層難しくなるという点である。

社会的企業が障害者生産品調達で完全に排除されない

ように，重度障害者生産品施設認定を受けられる方策

を講じなければならない(を号k号包子宅.2009a)。

N.韓国の社会的企業の問題点と解決方法に

ついて

1.社会的企業の問題点

韓国の社会的企業は，社会的企業育成法によって支

援を保障される組織であり，社会サーピスの職場が産

業化へと進む政策的手段である。社会的企業は.利潤

の創出を目的とすることによって，社会サービス供給

者として，民間への参加と市場開拓の効果が期待され，

社会サービス供給機関が脆弱な状況で主要な供給者で

育成され，職場総量だけを増やす方式の社会サービス

雇用を止めるために，また，社会サービス産業の成長
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および持続性を可能にする利潤創出システムを計画す

ることによって.民間への社会サービス進入効果が高

いという面で.積極的に導入される必要がある。しか

し社会的企業における労働条件の現状と課題に関す

る研究(0]司号.2010)で次の3つが問題点として指

摘された。

まず.社会的企業内には脆弱階層の労働者の比率

(58%)が高いことである。韓国政府が社会的企業を

通じて「脆弱階層に持続可能な職場を提供するJとい

う目標を立てたことは，社会的企業内の脆弱階層の比

率が高くなるということである。そして.政府の支援

が培加する必要性があるということでもある。次に.

社会的企業労働者たちの賃金水準が低いことである。

社会的企業で非正規職労働者の賃金は，政府の支援金

より若干高い。 3つ目は，社会的企業は，雇用不安要

素が高いことである。非正規職員の比率が約73%で，

女性労働者10人中 8人 (78.9%)が非正規職員である

ことが明らかになった。そして労働契約期間が決まっ

た労働者中98.8%が1年未満の労働契約をしたことが

分かつた。

2.解決方法について

(1)社会的企業政策のビジョンの普及・啓発

これまで地方自治体が仕事の相手は，福祉施設また

は営利企業の2つに 1つだったが.現在は社会的企業

もあるということを明確に認識させる必要がある。社

会的企業が進出した公共団体が物品を調達する市場

で，最低30%.特に社会サービス分野では50%を占め

るように努力する必要がある。

(2)随意契約締結の支援

競争入札が活性化した特定業種で入札が可能になる

には，技術，資金，実績を全て整えなければならない。

現在の認定社会的企業の大部分は.入札に参加しにく

い状況であるため，入札に参加できる方法を示さなけ

ればならない。その中の1つが随意契約を通した公共

市場の確保である。韓国では契約単価が安い場合.随

意契約は可能である。地方自治体が社会的企業に随意

契約を締結する場合，該当社会的企業に補助金が支給

されるシステムを考える必要がある。競争が激しい事

業領域ではない新しい事業を開発する場合.これに対

して補助金が支払われると.既存の営利，非営利業者

からの反発は少ないだろう。

(3)事業開発および再計画，広報支援のため専門組織

の設立

既存の利害関係者による組織が強化されている事業

に社会的企業が進入し，市場占有率を高めていく方式

は，成功の可能性が不透明である。既得権者の反発も

強いだけでなく，担当職員の態度も消極的である。公

共領域で新しい事業は，既存予算を再組織化すること

で可能である。例えば，地方自治体予算の中には.各

課で臨時職を雇用して清掃業務を担当させることがあ

り，雇用を散発的にしているが.これを 1つにまとめ

て清掃分野の社会的企業が代行することができる。し

かしいくら良いアイデイアでも.担当職員を説得で

きなければ解決策は出てこない。地域の社会的企業が

公務貝を相手にうまく営業できるように広報する方

法.対話する方法.事業計図書を整える方法などを教

育し支援する必要がある。このような役割には，全

国的な活動範囲をもっ専門家グループが必要である。

(4)地方自治体と社会的企業が協力する地域公募型競

争事業モデルの開発と遂行

地方自治体で遂行する事業には大きく 2種類の事業

がある。 1つは地方自治体の義務的事業であり， もう

1つは地域公募型競争事業である。地域公募型競争事

業の場合.地方自治体の承認を得るだけでなく，予算

の50%を負担しなければならない。事業規模が大きい

地域公募型競争会社事業は.地方自治体名義で計画書

を提出する。事業規模が小さい地域公募型競争事業は，

事業を主導する団体が計画書を提出する。その際，地

方自治体対応投資の可否が選定において決定的な役割

を果たす。

(5)社会的企業支援のため新しい中央・地方行政およ

び財政関係の導入

地方自治体の社会的企業政策と労働部の政策がうま

く繋がらなければ.過剰支援あるいは過小支援の非効

率の問題が発生する。それのための代案は.現在の社

会的企業に対する労働部の直接支援方式(民間経常補

助)を地方自治体に対する国庫補助事業に切り替え.

地方自治体が労働部の指針に従って，社会的企業の認

定および支援業務を委任遂行することである。地方自

治体と労働部悶の成果に関する責任と罰則規定を適用

できる成果契約体系を構築し.活性化すれば，地方自

治体の公共調達市場分野で社会的企業育成のための地

方自治体の支援をより積極的に行うことができる。

(6)社会的企業認定取り消し手続きの体系化および

強化

地方自治体と事業をする社会的企業に対しては.労

働部次元で顧客満足度調査を実施してみることも考え

られる。社会的企業に事業を委託した際に，他の組織

に比べて，どのような長所や短所があったのかについ
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て調べることで，改善点を探ることができる。もし地

方自治体が，認定社会的企業が他の福祉施設や営利企

業と別段違わないと感じているならば.認定システム

に問題があるということである。認定取り消しが常時

可能なシステムを整備しなければならないであろう。

必要ならば再認定審査を新設して，全ての社会的企業

を定期的に再評価することも検討してみる必要があ

る。全ての社会的企業に対して再認定を受けるように

するのか，認定取り消しの危険性が高い企業を選別し

て審査するのかについては，政策的判断を下さなけれ

ばならないだろう。

(7)地方自治体公務員対象の広報の強化および褒賞に

ついて
韓国では，地方自治体内で社会的企業に対する認識

が低いのが実情である。そのため労働部は，地方自治

体公務員を対象とした社会的企業の認知度調査をする

必要がある。その調査結果をもとに，どのような側面

で広報を補強する必要があるのかを抽出し，次の認知

度調査でさらに認知度を高めるように努力しなければ

ならない。地方公務員対象の広報資料を作成する時，

社会的企業全体を説明しなければならないが，該当業

務分野別では，社会的企業がどのような事業内容をし

ているかを広報することも重要である。また，地方自

治体の認識が低い現状では，社会的企業の趣旨を理解

する公務員を発掘しこれらの事例の情報を普及・啓

発し，社会的企業側から感謝の意を伝える必要があ

る。社会的企業協議会あるいは労働部で，優秀な地方

公務員を選定し，毎年賞を授与することも必要であろ

う。このような褒賞の授与は，社会的企業の日または

社会的企業祝祭週間に実施する必要がある。

(8)社会サービス範暗の包括的適用

社会サーピス職場事業の社会的企業化のためには，

社会サービス範酵の包括的適用が考慮されなければな

らない。民間支援機関および専門家等を通して，変化

する社会サービス関連情報の共有と包括的適用をしな

ければならない。このためには脆弱階層の基準を緩和

し青年失業者.高学歴で仕事を中断している女性，

企業退職者，専門技術のある失業者などに拡大し.競

争力のある人材の流入促進と雇用率向上に寄与しなけ

ればならないだろう。

(9)多様な層の人的資源の開発

競争力が脆弱な階層には，職業訓練，能力開発.勤

労意欲の増進，職場の斡旋などを提供できる職場提供

型社会的企業を活性化するなど.多様な層の人的資源

開発がなされなければならない。

(10)企業特性の考慮

企業の社会的役割を実現させる判断基準である脆弱

層の比率を現行の50%から経過措置期間に適用させて

30%に引き下げることで社会的企業の競争力を強化

し有給勤労者数は企業の成長段階，地域の供給と需

要，業種特性.参加対象などを総合的に考慮し判断さ

れることから，法的基準以上充足した際には，企業の

特性を考慮し弾力的に適用されなければならない。

つまり.中小企業においては，認定後に雇用を段階的

に拡大できる方案を明示し，社会的企業へ参入する際

の障壁を引き下げ.雇用に責任をもつよう誘導する必

要がある。

(11)調達制度の改善の考慮

公共機関優先購買を現実化させるための調達制度の

改善も図る必要がある。制度が導入されて問もないた

め，社会サービス産業が未活性の状態であり，社会的

企業の認知度，営業マーケテイングの力量などが不足

している。そこで公共機関優先購買を通した市場開拓

や営業実績の確保，利潤基盤の構築への支援が重要で

ある。特にパウチャー事業については，供給機関指定

方式を登録方式に切り替えるなど.地域の社会的企業

が参入しやすい条件の整備が必要がある。

V.おわりに

韓国は， IMF危機以後経済・雇用・社会保障の問

題が深刻化し，社会・経済的二極化を緩和させるため

に社会投資を拡大させてきた。構造化された社会二極

化現象克服のために.脆弱階層に対する社会的職場創

出と雇用支援，高齢層に対する福祉を拡大させること

により，経済的成長と社会福祉成長を共に成し遂げる

ための新しいパラダイムに切り替えた。新しいパラダ

イムへの転換の 1つとして，社会的企業を採択した。

外国の場合，社会的企業は社会問題を解決するため

の歴史的な必要性によって，長期間かけて育成されて

きたため，安定的で地域社会に定着していると言え

る。しかし韓国はそのスタートが遅れたため外国の

経験を検討しながら慎重に進んでいる。だが，そうし

た努力にもかかわらず，韓国の社会的企業は.雇用が

短期で低賃金という問題点がある。社会的企業を通じ

て脆弱階層が持続的に仕事ができるような土台を作ら

なければならない。そうでなければ，脆弱階層の職場

を作るために人件費を支援して.収益創出を成し遂げ

られないため.社会的企業をあきらめることになって.

また他の社会的企業を作るという矛盾に直面すること
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になる。社会的企業が雇用を持続し勤労条件を改善

することができるように.さらに多い資源を投じる必

要があり，社会的企業も自ら勤労条件を改善して，構

成員の聞に社会的企業の価値を共有する努力をしなけ

ればならない。

我々の社会が社会的企業だけでなく，社会全体に対

する社会福祉投資を拡大しなければならないのは，社

会的弱者に対する単純な支援で、なく，社会・経済的二

極化を克服するための未来に対する投資であることを

認識しなければならない。今.社会の二極化をそのま

ま放置するならば，我々の社会が支払わなければなら

ない未来に対する社会的対応費用が，子孫が耐えるに

忍びないほどの苦痛になる危険性があるからである。

これは韓国がIMF危機から得た教訓でもある。そし

て，韓国の社会的企業が成功するためには，高度成長

の中の勝者独占の競争的社会でなく.成長と福祉が共

に成り立つ同伴成長を通じて，健康な社会を作ろうと

する認識への転換が最も必要なことである。
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